
リシテアシリーズは、「リシテアJob/Cost」を中心に、従業員フロントにおける人事戦略、
人事系届出・旅費等の業務コンポーネント群を総称したパッケージソフトです。

総合力でお客様のITライフサイクルをトータルに
サポートする伊藤忠テクノソリューションズ。
グループ企業の一元的な勤怠管理を目指し、
日立ソリューションズの「リシテア」を採用しました。

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 様



◆導入企業プロフィール
■社　　　名 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社
■創　　　立 1972年4月1日
■従 業 員 数 7,233名(2011年4月現在)
■資　本　金 21,763百万円
■本　　　社 東京都千代田区霞が関3-2-5　霞が関ビル
■事 業 内 容 コンピュータ・ネットワークシステムの販売・保守、ソフトウェア受託開発、
 情報処理サービス、科学・工学系情報サービス、サポート　その他

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 様
製品コンセプトや大規模システムの導入実績から「リシテア」を採用。
管理担当部署の作業負荷低減とタイムリーな労務管理を実現しました。
リ シ テ ア 導 入 ル ポ

1. グループ企業の勤怠管理の一元管理に際し、
 　従来システムの可変性に不安が
伊藤忠テクノソリューションズ（CTC）は、2006年10月に伊藤忠テクノ
サイエンスとCRCソリューションズの2社が統合して発足しました。従来
のシステムは、パッケージ製品をベースにしており、使いやすくカスタマ
イズされてはいたものの、多様な勤務ルールや管理手法を実現し、将来
にわたっての可変性を担保するには難しいと判断せざるを得ませんでし
た。グループ企業の勤怠管理を共通のシステム基盤で一元管理するた
めに、思い切ってシステムを刷新することを決断しました。

3. “目的を持った”勤務管理システムの利用を
 　動機づけられた
ユーザ数は約1万2千名ですが、まだ導入を控えたグループ企業もあるため、こ
の数は今後も増える予定です。導入効果としては、まず、勤怠データの自動出
力機能や、集計データの検索機能のおかげで、管理担当部署の作業負荷が
低減された点。もう一点は、タイムリーな労務管理を実現できた点です。また、日
次データの出力機能を用いて、ユーザである管理職自身がExcelなどを使って
簡単に勤怠データの出力、分析ができるようになりました。労務管理の観点か
ら、目的を持ってシステムを活用しようと動機づけられたことは大きいと思います。

2. 大規模システムの導入実績や製品コンセプト、
　 担当者の信頼感などから「リシテア」を採用
リシテア採用の決め手は、①大規模システムの導入・運用実績が豊富
であること　②「リシテア」の製品コンセプトが明確だったこと　③日立ソ
リューションズの担当者の信頼感　があげられます。
また、グループ展開していく上での運用負荷も考慮しました。グループ各
社の勤務ルールをシステムに反映する場合、優れたパッケージ製品を基
盤として持ち、その上に必要な機能を整備する方法が、中長期的な視点
からも一番メリットが大きいという結論に至りました。

4. 勤怠管理システムから一歩進んで、
　 人材マネジメントシステムとしてのさらなる飛躍に期待
本体を含むグループ７社への導入が完了し、現在は2社への導入作業
が進行中です。近々の目標は、まずグループ各社への導入完了です。
その後、勤怠管理システムから一歩進んで、人材マネジメントシステムと
して、経営判断の指標の可視化に寄与するようなツールとして活用して
いけたらと思います。日立ソリューションズには、SIベンダーとしてこちら
の期待以上のシステムを提供していただきました。今後は、システムを
いかに活用していくかという部分でさらなるご協力を期待しています。

導入事例

伊藤忠テクノソリューションズ プロジェクトメンバーの皆様

※本事例の内容は2012年9月以前の情報です。 ※LYSITHEA、リシテアは、株式会社日立ソリューションズの登
録商標です。 ※その他、本文中の会社名、商品名は各社の商標、または登録商標です。 ※本文中および図中では、
TMマーク、®マークは表記しておりません。 ※製品の仕様は、改良のため、予告なく変更する場合があります。 ※
本製品を輸出される場合には、外国為替及び外国貿易法ならびに米国の輸出管理関連法規などの規制をご確
認の上、必要な手続きをお取りください。なお、ご不明な場合は、当社担当営業にお問い合わせください。 ※本文
中の情報は、事例作成時点のものです。

本事例のwebページはこちら
www.hitachi-solutions.co.jp/lysithea/case07/

本カタログ掲載商品・サービスの詳細情報
https://lysithea.jp/
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